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 研究要旨 
抗アミロイドβ抗体薬の臨床導入により、アルツハイマー病に対する医療

は、対症療法を中心とした対応から、病理に直接介入する新たな段階へと移

行しつつある。本研究ではバイオマーカー検査の告知および治療選択に関す

る課題を明らかにするとともに、こうした転換が共生社会に向けた支援の新

たな起点となりうることを踏まえ、患者本人の生活や価値観を踏まえた支援

の在り方を検討した。 
具体的には、国内外の先行研究をもとに、①治療適応者・非適応者双方に

おける検査告知の心理社会的影響、②疾患修飾療法における意思決定支援モ

デルの必要性、③アドバンスケアプランニング（Advance Care Planning: 
ACP）の適用可能性、④家本人の意思が支援を受ける過程において過小評価

される可能性、⑤支援体制・制度上の整備課題などについて検討を行った。 
その結果、治療の有無にかかわらず、バイオマーカー告知が生活を見直す

契機となりうること、また、意思決定支援においては患者中心の対話、情報

提供手法、医療者の教育、制度的支援が重要であることが示された。本研究

の成果は、今後の認知症施策における多職種連携、本人参画支援、共生社会

の実現に資する新たな視点を提供するものである。 
 
 
Ａ．研究目的 
アルツハイマー病（Alzheimer’s disease: AD）

に よ る 軽 度 認 知 障 害 （ Mild cognitive 
impairment: MCI）および軽度認知症に対して、

疾患修飾療法（Disease-modifying therapy: 
DMT）としての抗アミロイドβ（Amyloid beta: 
Aβ）抗体薬、すなわちレカネマブおよびドナネ

マブが導入されたことにより、AD治療は対症療

法から病理修飾的介入へと新たな段階を迎えて

いる。抗Aβ抗体薬は、症状緩和を目的とした従

来の治療とは異なり、Aβの蓄積という病理その

ものへの作用を通じて、進行の抑制を目指す点

において大きな転換をもたらしている。 
こうした医学的進展は臨床における可能性を

広げる一方で、患者とその家族、さらには支援

にあたる医療者にとって新たな心理社会的課題

を提起している。特に、生活自立度が高く、社会

的・家庭的責任を担うことの多いMCI段階の患

者においては、バイオマーカー検査によってAβ

蓄積が可視化され、その結果に基づき治療の是

非を判断せざるを得ない状況に置かれることと

なる。この過程は、単に診断や治療方針を決定

するだけでなく、将来的な生活・仕事・経済・育

児といった複合的な不安を喚起するものであり、

意思決定そのものが重大な心理的転機となりう

る。また、治療適応外とされた患者においても、

検査結果を受け止める過程で生じる葛藤や無力

感への配慮が不可欠である。 
このような文脈において、DMTの導入は、疾

患をめぐる対話や行動の契機となり、本人が生

活を新たに見直す機会となる可能性がある。治

療を選択するか否かにかかわらず、本人が自身

の健康状態と向き合い、「今後どう生きるか」「ど

のような支援を求めるか」を再構築する出発点

として、バイオマーカー検査の告知および意思

決定のプロセスを位置づけることが重要である。

こうした機会を、単なる医療的介入にとどめる

のではなく、生活習慣の見直しや社会参加、役

割の再獲得といった要素を含む包括的な支援に

活用することは、治療による進行抑制効果を最

大限に引き出すうえで有意義な視点となる。 
しかしながら、現場の医療従事者や支援者は、

こうした新たな課題に対する実践的な知見やス

キルを十分に持ち合わせていない可能性があり、

告知や意思決定支援に関する標準的な対応方針

はまだ確立されていない。また、患者本人の希
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望や価値観がどのように治療選択や生活再設計

に影響を与えるかについても、体系的な理解は

進んでいないのが現状である。 
そこで本年度は、抗アミロイド抗体薬の導入

を生活変容の「起点」として捉え、告知と共同意

思決定に関する国内外の先行研究の整理を行う

とともに、疾患修飾薬の選択が、生活における

意味づけや方向性の変化にどのように結びつく

かについての仮説を構築することを目的とした。

具体的には、意思決定支援に関する先行研究を

がん医療等と比較しながら再整理し、認知症医

療の特性、たとえば意思能力の変化、治療ゴー

ルの多義性、予防と共生が並存する構造などを

ふまえたうえで、今後の包括的支援設計に必要

な視点を抽出した。また、DMT適応者だけでな

く、非適応者や告知を受けたが治療に至らなか

った者も含め、生活を見直す契機としてのバイ

オマーカー検査の意義と課題を明確化し、当事

者視点に基づく包括的支援の在り方を考えるた

めの基盤的整理を行った。 
 

Ｂ．研究方法 
検索戦略 
PubMed のデータベースから、認知症、バイオ

マーカー検査に対する告知、共同意思決定

（Shared Decision Making: SDM）、アドバンス

ケアプランニング（Advance Care Planning: 
ACP）に関する臨床研究、システマチックレビ

ュー、メタアナリシス、症例報告、ガイドライン

をスクリーニングした。タイトルと抄録に基づ

き、関連性の少ない研究は削除され、本研究開

始から 2025 年 1 月まで論文を検索し、レビュ

ーした。地域や出版状況に制限は設けなかった 
 
班会議 
本研究班で上記レビュー内容を共有し、2024 年

7 月 2 日、同年 9 月 5 日、同年 10 月 10 日、

2025 年 2 月 19 日の班会議にて、課題抽出と対

策に関する途中経過報告と分析作業を行なった。 
 
(倫理面への配慮) 
本研究は、既に公開されている文献やデータを

調査・分析し、班会議内容をレビューした研究

であり、新たに人間を対象とした実験や調査を

行わなかったため、倫理委員会への提出は必要

なかった。 
 
Ｃ．研究結果   
1. バイオマーカー検査結果の告知 
抗アミロイドβ（Aβ）抗体薬の投与には、ア

ミロイドPETや脳脊髄液検査によるバイオマー

カー検査を通じて、脳内Aβの蓄積を確認する

必要がある。従来のCTやMRI、SPECTなどで

は神経変性のパターンから背景病理を推測する

にとどまっていたが、バイオマーカー検査では

ADの病理に直接関連する指標を可視化できる

ようになり、より確定診断に近い情報が得られ

る点で大きな意義がある。 
このような検査結果を認知症症状が顕在化す

る前段階のMCI患者に伝えることは、アイデン

ティティの揺らぎやスティグマ、不安・抑うつ

などの心理面に影響を与える可能性がある。先

行研究の多くは、MCIよりも前段階にあたる主

観的認知機能低下（Subjective Cognitive 
Decline: SCD）を対象としており、検査結果の

開示を希望する者が多数を占めることや、その

後の不安・抑うつ・ストレス指標においてAβ

陽性群と陰性群で有意差が見られなかったこと

が報告されている[4, 15, 21, 25, 27]。こうした

知見から、結果開示がただちに深刻な心理的悪

影響を引き起こすリスクは低いとされる一方

で、情報開示を望まない者も一定数存在し

[21]、中には自殺の検討を目的として検査を希

望するケースも少数ながら報告されている[6]。 
さらに、もともと心理的脆弱性がある者では

検査結果が悪影響を及ぼす可能性があり、教育

歴の有無によっても反応の程度が異なることが

指摘されている[4, 5]。また、告知に同席した

家族の反応を患者が気にすることによって、精

神的負担が増すことも懸念されており[5]、同伴

者への対応も含めた配慮が必要である。 
これらの知見はDMTが実用化される前の段

階に得られたものであり、実際にDMTが導入

された現状においては、より複雑な心理社会的

要素が関与する。たとえば、DMTの継続が難

しい患者に対する対応、通院・副作用・費用な

どへの懸念、治療継続にもかかわらず効果が乏

しい場合の無力感やスピリチュアルペインな

ど、新たな課題が浮上しうる。こうした背景を

踏まえ、検査結果の告知に際しては、医療従事

者が十分な知識と技量を備える必要がある。 
注目すべき点として、検査を受ける目的が単

なる診断確定や治療選択にとどまらず、健康的

なライフスタイルの契機、将来設計、家族への

備えとして捉えられた事例の報告がある[21]。
このように、告知のタイミングを単なる治療選

択のための情報提供にとどまらせず、肯定的な

反応を引き出すことは、治療の非対象者も含め

て重要であろう。 
SCDを対象とした研究では、事前教育と理解

度評価を組み合わせたプロトコールが提案され

ており、情報開示を段階的に行うことで心理的

影響を緩和する工夫がなされている[5]。また、

認知症例の治療選択の理解度を調査した研究で
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は、医学的に同意能力があるとされた場合であ

っても、治療による利益とリスク、あるいは他

に選べる方法に関する理解は十分ではないこと

が指摘されている[19]。MCIの段階では、比較

的理解が深まることもあるが、実際には個人差

が大きいため、状況に応じて理解の程度や認知

状態の確認を行うことが望ましい。 
日本の緩和ケア領域では「SHAREモデル」

に代表されるような「悪い知らせ」の伝え方に

関する取り組みが進められており、認知症診療

でもこれらの知見を活用し、情緒的なサポート

と安心感の提供を組み合わせた情報提供が求め

られる[9]。がん告知の場合、生命予後への懸念

を生み出すが、認知症では病状の進行が緩やか

であり、生活の質や介護負担といった長期的な

問題がより重要となる。そのため、バイオマー

カー結果の告知は、単に治療の可否を判断する

場ではなく、治療が患者の日常生活、就労、社

会参加に及ぼす影響について患者の懸念を聞く

姿勢が重要である。 
さらに、丁寧なプロトコールを用いて情報開

示を行った研究においても、理解度が十分でな

かったケースが一定数存在するという報告[6]が
あり、社会全体としての教育や普及活動は、急

な状況での意思決定を支える土台としても重要

であろう。また、告知が運動療法への参加率向

上の契機になり得ることを示唆する報告[4]もあ

り、告知のタイミングは健康的生活の促進にも

つなげる好機となる可能性がある。DMTの非

適応者にとっても、告知は医学的説明に加え

て、将来の備えや生活支援のきっかけとなるよ

う、生活面への丁寧な配慮が求められる。 
 
2. 疾患修飾療法の意思決定 
DMT（疾患修飾療法）は、効果や安全性に加

えて、通院の継続や金銭的な負担といった現実

的な側面も含まれるため、患者や家族が選択に

あたってさまざまな点を検討する必要がある。

とりわけ、本人と家族の意見が一致しない場

合、単に医療者が治療の内容を説明するだけで

は、十分な意思決定支援とは言いがたい。 
意思決定のアプローチにはいくつかの類型が

ある。治療法が明らかに最善と判断される状況

では、医療者が主導して治療方針を提示する

「父権主義的アプローチ（Paternalism）」が

妥当とされることがある。一方、選択肢が明確

で、患者が情報をもとに自らの判断で選択しや

すい状況では、「消費者主義的アプローチ

（Consumerism）」により患者の意思に基づ

く決定が尊重される。このような場面では、従

来型のインフォームド・コンセント

（Informed Consent:  IC）の枠組みでも、十

分に機能することであろう。 
しかし、DMTのように治療の効果や生活へ

の影響が多面的で、判断に迷いやすい要素を含

む場合には、ICだけでは十分な意思形成が難し

いこともある。こうした場面では、医療者と患

者（および家族）が対話を通じて意思決定を共

有するSDMが有効とされている[23]。 
SDMに必要とされる要素としては、治療選

択肢に関する中立的な情報提供、個々の理解力

や価値観に応じた調整、そして患者の希望や懸

念を理解しそれを意思決定に反映させることが

挙げられる[20]。とりわけDMTの対象となる

MCI・軽度ADの患者は、日常生活が概ね自立

しており、認知機能も比較的保持されているた

め、治療選択における本人の参加は現実的に可

能であり、積極的なSDMが望まれる。 
がん医療では、SDMを通じて本人の価値観

に即した選択が治療満足度や受容性の向上に寄

与することが報告されている[14]。一方、認知

症におけるSDMの効果は一様ではなく、

Marianiらの報告ではSDMトレーニングが包括

的ケアプランの作成に寄与したものの、生活の

質や満足度には有意な改善が認められなかった

[16]。McCabeらも、コリンエステラーゼ阻害

薬の導入時にSDMの実施レベルと満足度との

間に有意な関連が見られなかったと報告してい

る[18]。 
認知症におけるSDMの課題の一つには、病

状の進行に伴って本人の意思決定能力が影響を

受ける可能性がある点が挙げられる。実際、認

知症診療の現場ではSDMではなく代理意思決

定（Surrogate Decision Making）が用いられ

るケースも多い。また、意思決定に必要な情報

が不明瞭であったり、あるいは誤解を招くよう

な形で提示されたりする場合には、たとえ健康

な高齢者であっても、意思決定が困難になるこ

とが報告されている[28]。こうした情報提供の

不確実性や、認知症における判断力の低下に対

する先入観が重なると、患者の意思決定能力や

参加意欲が過小評価されやすいという問題も指

摘されている[7]。 
認知症におけるSDMに関するこれらの課題

は、抗アミロイドβ抗体薬を中心としたDMT
の導入に際しても共通して現れる可能性があ

る。特にDMTでは、治療効果や副作用など多

くの情報を必要とするため、患者と家族の理解

の進み方に差が生じることもあり、それぞれの

理解度に応じた対話を重ねることが、DMTに
おけるSDMの重要な要素となる。 
また、認知症診療においては、意思決定の場

面に家族や介護者が関与することも一般的であ
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り、その関わりが本人の意思や価値観とは異な

る方向に影響する可能性もあるため、配慮が求

められる。Hamannらの研究では、認知症の本

人は運転の中止や施設入所といった社会的な事

柄については自ら判断したいと望む一方で、医

療的な選択については医師に委ねる傾向がある

とされる。一方で家族は、社会的な決定におい

ても患者の判断力を過小評価し、保護的な姿勢

から本人の関与を限定しようとする傾向がみら

れる[13]。 
Aaltonenらの質的研究でも、家族やケア提供

者が意思決定における患者の役割を限定し、本

人が関与しないまま決定が進められる傾向が示

されている[1]。Dooleyらは、抗認知症薬の導

入に際し、患者の意思決定と満足度との関連を

検討したが、実際には本人の意向に反して医師

や家族の判断が優先されるケースがあったこと

を報告している[8]。また、Groen-van De Ven
らは、認知症ケアにおいて患者と家族の意見の

相違や意思疎通の難しさが、SDMの実践上の

課題となっていることを指摘している[12]。 
このような認知症のSDMに特有の難しさに

対しては、最終的な選択結果だけでなく、患者

がその意思決定プロセスに関与した経験自体に

意義があるとする見解も示されており、注目に

値する視点である[7]。McCabeらは、医療提供

者が診察結果を分かりやすく伝え、患者や同伴

者の感情や情報ニーズに配慮することが、否定

的感情の軽減に寄与する可能性を示している

[18]。このように、丁寧な対話を通じて会話プ

ロセスの質を高めることは、同じ決定内容であ

っても患者や家族の納得感を高める可能性があ

り、SDMにおける重要な支援の方向性の一つ

といえる。 
Sunらは、認知症における意思決定に影響を

及ぼす要因として、認知機能や感情などの内的

要因に加え、課題の特性や状況などの外的要因

の存在を指摘している。その上で、選択肢の提

示方法や支援ツールの工夫として、簡素な選択

肢の提示、助言、記憶支援のための補助ツール

やフィードバックの導入が有効であると論じて

いる[24]。事実、Boucherらは、介護者がSDM
で複雑な情報を処理しなければならない状況で

は、心理的負担を感じやすいことを示してい

る。とくに、意思決定後に生じる後悔や判断の

不確実性、高齢者の多様なケアニーズへの対応

といった要因が、負担感の増大と関係している

ことを指摘している[3]。こうした背景をふま

え、GoossensらおよびBilodeauらは、図解や

動画といった視覚的資料を活用することで、情

報理解を促進できる可能性を示している[2, 
10]。 

さらに、SDMの実践には医療者個人の努力

に加えて、制度的な支援が重要である。Griffin
らは、医療者が十分な時間を確保しSDMを実

行できるよう、診療報酬の仕組みや人的資源の

整備が必要であると提言している[11]。あわせ

て、医療従事者に対するSDMに関する教育や

トレーニングの導入も、継続的な実践に向けた

有効な手段とされている。 
 
3. 認知症におけるACPに関する話題 
ACPの内容は疾患によって異なり、認知症にお

けるACPは特有の性質を持つ。がん領域では、

終末期の治療選択や文書化が重視されるのに対

し、認知症では、治療の選択だけでなく、将来

の暮らし方や人生の意味を含む内容を患者中心

の会話を通じて議論する傾向がある[26]。DMT
のように進行抑制を目的とする治療を選択する

かどうかについても、効果によって得られる時

間をどう生きるかという観点から、本人の価値

観に基づく対話が求められる。 
Piersらは、認知症におけるACPのあり方に

ついて、ガイドラインや総説等67件の文献を分

析し、開始時期の判断、能力評価、会話方法、

家族の役割、文書化、終末期対応、医療従事者

の要件など8項目に整理した提言を示している

[22]。例としてあげると、認知機能の低下がみ

られる場合、抽象的な会話内容の理解が難しく

なることから、短時間で形式的に結論を求める

よりも、複数回にわたる柔軟な話し合いが適し

ているとされている。また、医療的な説明に加

えて、本人の価値観や生活の好みにも配慮した

対話が望ましく、必要に応じて図表や資料など

の補助的手段の活用も推奨されている。意思決

定能力の評価は、家族との意見が大きく異なる

場合や重要な判断が求められる場面においては

検討されるが、すべてのケースで必須とされて

いるわけではない。また、身近な支援者がいな

い場合や、本人が自立した意思表明を望む場合

には、希望やケアの目標をあらかじめ文書にま

とめておくことが、今後の医療や介護の方向性

を明確にする上で重要な意味を持つ。さらに、

終末期において予想外の経過をたどることもあ

るため、あらかじめ作成された指示書の内容が

その時点で妥当であるかを都度検討する必要が

あるとされる。家族への情報提供や心理的な支

援の充実も重要であり、医療者にはACPに関す

る知識と実践的対応力が求められる 
ACPやSDMは、本人の価値観に沿った選択

を支える枠組みであり、生活の質の維持に寄与

する。とりわけ、日常生活に関する意思決定

は、転居や治療といった大きな判断以上に、本

人の生活の質に影響を与えるという報告もあり
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[17]、日常に即した細やかなテーマについても

話し合いを重ねることが重要である。 
 

4. 結語 
本報告では、抗アミロイド抗体薬を契機とした

認知症医療の新たな局面に注目し、DMTの導

入に伴う告知とSDMに関する課題と対応につ

いて整理を行った。告知や意思決定をめぐる枠

組みは、これまでの終末期中心の構造から、よ

り早期に、より生活に即した対話へと移行しつ

つあり、これは認知症医療に限らず、高齢者の

生活支援や介護、そして共生社会の実現にも関

わる重要な変化であると考えられる。 
DMTの導入によって、治療対象者に限らず、

非対象者や告知を受けたが治療に至らなかった

人にとっても、検査や告知のプロセスが自身の

健康や生活を見直す機会となる可能性がある。

医療的な判断を超えて、「今後どう生きるか」

「どのような支援が必要か」を本人自身が捉え

直す契機となる点に、今回の変化の本質があ

る。 
また、本報告では、こうした構造的な変化を

捉えるとともに、実践において丁寧な対話を通

じて会話プロセスの質を高めることの重要性も

示した。SDMを実施するための時間や専門性

の確保には制度的な支援が必要であり、医療者

への研修や専任スタッフの配置、診療報酬の見

直しなどが求められる。また、治療選択に関す

る情報が複雑であることから、視覚的な補助ツ

ールを活用し、時間をかけた説明や理解度の確

認を行うといった工夫も重要である。 
さらに、治療適応外となった場合には、告知

が落胆や無力感を生む可能性があることから、

生活習慣の見直しや前向きな行動変容を促す視

点を盛り込むことが有効である。病状の進行に

より意思決定能力が変化することを想定し、

ACPや啓発活動を通じた早期の対話の機会の確

保も必要とされる。 
加えて、患者の自己決定能力が過小評価され

た場合、家族や医療者の意見が優先されること

によって、本人の意向が十分に反映されないこ

とへの危惧も存在する。本人の希望や価値観を

共有し、対話の過程を通じて意思決定への参加

を支援する姿勢が求められる。心理的影響や経

済的負担といった側面についても、日常や仕事

に関する不安に耳を傾け、費用対効果や支援制

度についての具体的な説明を行うなど、情緒面

と実務面の両面からの支援が不可欠である。 
このように、本年度の検討では、DMTという

新たな治療選択肢の登場を通じて、認知症医療

が新たなフェーズに入りつつあることを捉える

とともに、本人の生活、価値観、支援環境を中

心に据えた包括的な支援の在り方について、多

角的に考察を行った。 
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